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１． まえがき 

 
道路事業において 3 次元 CAD を導入することによ

り，設計業務が効率化されることが，これまでの報告

の中で明らかになっている 1)-4)．しかしながら，現状

は道路設計で必要な地物（例えば，既存道路，鉄道，

河川堤防など）に高さ情報が含まれていないことが多

いため，設計業務で 3 次元地形データを作成しており，

必ずしも設計業務の効率化に繋がらない課題が顕在し

ている．解決策として，3 次元地形データを道路設計

の用途に即して，測量業務から設計業務へ流通させる

ことが考えられる（図－１）．図に示すとおり，測量

業務において，設計業務の用途に即した 3 次元地形デ

ータを作成し流通させることで，設計業務における 3 
次元地形データ作成作業の省力化や 3 次元地形データ

を用いた道路設計成果の可視化による表現力向上に寄

与することが考えられる．そこで著者らは，道路設計

のための 3 次元地形データの流通実態調査や，3 次元

地形データ作成仕様を検討し，その内容を報告した 8)．

この報告では，道路設計のための 3 次元地形データの

具体的な作成方法として「設計用数値地形図データ(標
準図式)作成仕様【道路編】(案)9)」（以下，「本仕様」

という）」を示した． 
さらに，著者らは，本仕様の普及を目指して，測量

業務におけるデータ作成作業への適用性を検証に加え，

設計業務におけるデータの実用性を確認し，その内容

を報告した 10)．この報告では，本仕様が，測量業務に

おけるデータ作成作業に適用でき，設計業務において

実用性があることを確認できた． 
しかしながら，これまでの研究では，測量業務や設

計業務といった個別の業務ごとにその適用性や実用性

を確認しただけで，3 次元地形データの流通により，

測量業務および設計業務を合わせた道路事業全体の業

務量を削減し，効率化に寄与できるかの検証を行って

いない．さらに，これまでの研究では，3 次元地形デ

ータを利用した CG 作成を効率的に行うことができる

か，あるいは作成した CG の表現力に違いがあるかの

検証を行っていない．測量業務で作成した高さ情報が

CG 作成の業務場面で有効に利用されるかについて検

証する必要がある． 

抄録：道路事業においても 3次元 CAD が活用され始めている．しかしながら，設計業務での用途に即した 3 次

元地形データが測量業務で作成されていない．このため，設計業務で新たに 3次元地形データを作成しており，

必ずしも業務の効率化に繋がっていないことが課題となっている．著者らは，これまでの研究において，地形

測量成果のデータフォーマットである公共測量標準図式数値地形図データ形式に着眼し，3 次元地形データの

流通のため，「設計用数値地形図データ(標準図式)作成仕様【道路編】(案)」を検討している． 

本研究では，本仕様に即した 3次元地形データの測量業務から設計業務への流通が道路事業全体として有効

か検証した．加えて，3次元地形データを利用した CG 作成において，リアリティが向上するか検証した． 
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そこで，本研究では，道路設計業務の効率化に向けて，

検討した本仕様に基づいた3次元地形データの測量業務

から設計業務への流通が道路事業全体として有効か検

証する．具体的には，道路予備設計Aや付随する測量業

務における実際の業務場面を想定し，測量業務において

3次元地形データを作成するために発生する新たな業務

量と3次元地形データを利用することで省力化できる設

計業務の業務量を費用換算し比較することで，本仕様に

基づく3次元地形データ流通の有効性を検証する． 
さらに，3次元地形データを利用することで，よりリ

アリティの高いCGが効率的に作成でき，住民説明資料

の作成を想定したCG作成において有効かを検証した． 
検証に際しては，より実際の業務に近い検証とするた

め，実際の業務データや条件に基づいて検証する．加え

て，本検証を実施するにあたり，3次元地形データの流

通促進に向けた課題と対応方針を整理する． 
なお，“拡張DM”の用語は，「公共測量作業規程の

準則5)」の改正（平成20年3月）に伴って“公共測量標準

図式数値地形図データファイル仕様”に変更されている．

そこで，本論文においては，以下，「拡張DMデータ」

を「数値地形図データ（標準図式）」と表記する． 
 

２． 本仕様の特徴 

 
本章では，著者らが，これまでの研究で検討した本仕

様の特徴について述べる．既往の研究において提案され

ている3次元地形データの作成方法は，道路設計のうち，

縦横断図作成のための地表面の形状抽出に主眼を置い

ているが，本仕様は建物のCG 作成を含む道路設計全般

に着目していることに特徴がある． 
想定する用途が多様であるため，本仕様は，測量業務

の効率化を考慮し，設計者のニーズ調査の結果に基づい

て抽出された高さ情報を利用する用途ごとに，3 つの作

成レベルを設定している（表－１）． 
 

表－１ 本仕様における作成レベル 

作成 

レベル 

用途 

作成 

レベル 1 
地形形状の情報を利用した道路設計 

（縦横断面の把握，土工量の算出，CG を用

いた住民説明用資料の基礎データとして利

用） 

作成 

レベル 2 
作成レベル 1 に加え，住民説明用資料（CG）

作成における家屋の立体表現に利用 

作成 

レベル 3 
作成レベル 2 に加え，現実感のある住民説

明用資料（CG）作成に利用 

 
３． 検証目的 

 

本仕様を道路設計に付随する測量業務に導入するこ

とで，これまで地形図データとして作成していなかった

高さ情報を測量業務において作成する必要がある．この

ため，新たな作業が発生する．本仕様に即した3次元地

形データの流通が，測量業務と設計業務を含めた道路事

業全体として業務量を削減し，効率化に寄与するために

は，測量業務で新たに発生する業務量を，3次元地形デ

ータが流通することで得られる設計業務の省力化効果

が上回る必要がある．そこで，本研究では，本仕様に即

した3次元地形データが流通し，目論見どおりの効果を

享受できることを確認するため， 3次元地形データ流通

の効果検証を行う． 
さらに，本仕様では，作成した3次元地形データの利

用用途として，住民説明のためのCG作成を想定してい

るが，リアリティの向上や作業の効率化といった有効性

 

 
図－１ 3次元地形データの流通概念図 
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の検証を行っていない．そこで，本仕様に即した3次元

地形データを利用することで，CG作成における効果が

目論見どおり現れることを確認するために，その有効性

の検証を行う． 
 

４． 検証内容 

 

本章では，以下に示す3つの検証・調査の内容を述べ

ることとし，具体的な方法は次章５．にて述べる． 
① 3次元道路設計の効果検証 
② 3次元CG作成の効果検証 
③ 3次元地形データ流通の有効性評価 

（１）3次元道路設計の効果検証 

 道路事業における概略設計では，3 次元道路設計を

行うことが多いが，等高線や標高点の高さ情報だけで

も，求められる道路設計の成果を作成できる．現状の

道路予備設計 B および詳細設計では，繰り返し設計す

る頻度が少ないことから，現状では，3 次元道路設計

導入の効果が少なく，3 次元道路設計があまり普及し

ていない．道路予備設計 A は，等高線や標高点の他に

必要な高さ情報が必要で，かつ道路線形の試行錯誤を

繰り返す頻度も高く，3 次元道路設計が普及している．

そこで，本研究では，効果の享受が比較的早い段階で

見込まれる道路予備設計 A に着目し，省力化される業

務量を調査した． 
道路予備設計Aにおいて省力化される業務量を詳細

に把握するためには，本仕様に即した 3 次元地形デー

タの利用が道路予備設計 A の実務のうち，作業ごとに

どの程度の省力化効果があるか調査する必要がある．

そこで本研究では，道路予備設計 A の業務場面を設定

し，道路予備設計 A の作業項目ごとに削減割合を調査

した． 
検証は，本仕様に即したレベル 1 のデータを利用し

て道路予備設計 A の作業を想定し，従来の成果（数値

地形図データ（標準図式）形式）による作業との比較

を行った．ここでいう従来の成果とは，以下の 2 つの

データを指す． 
①数値地形図データ（高さ情報あり） 
数値地形図データ（標準図式）で等高線や標高点

に高さ情報があるもの 
②数値地形図データ（高さ情報なし） 
数値地形図データ（標準図式）であるが，全く高

さ情報が含まれていないもの 
通常，測量成果として納品される数値地形図データ

（標準図式）は，等高線・標高点に高さを入力する必

要があるが，道路設計に利用される測量成果には，こ

れらの高さ情報がないものが多く見られることがこれ

までの研究で明らかになっている 8)．このような現状

を考慮して今回の検証では，従来の成果としての 2 つ

の数値地形図データ（高さ情報あり・なし）を利用し

た場合と本仕様に即した 3 次元地形データを利用した

場合の作業量を比較し，削減効果を作業項目ごとの削

減割合として調査した（表－２）．作業項目ごとの削

減割合は，設計業務における費用削減割合として把握

した． 
（２）3次元 CG 作成の効果検証 

3 次元地形データが CG 作成において有効か検証す

るためには，比較条件を設定して CG を作成し，リア

リティの向上や省力化効果があるか比較により検証す

る必要がある．本仕様は，3 次元地形データの利用場

面ごとに 3 つの作成レベルが設定されている．そこで，

CG 作成の利用場面を作成レベルごとに設定し， 3 次

元地形データを利用することで，作成した CG のリア

リティが向上するか，あるいは省力化効果を検証した．

検証項目について表－３に示す．表に示すとおり，レ

ベル 1 データでは、通常の数値地形図データ（標準図

式）を利用した場合と比較して，リアリティの向上に

対する効果と法面や平地等の地形表現を行う際の効率

が上がるか検証した．  
レベル 2 及びレベル 3 データでは、作成レベルが 1

段階下のデータと比較して、リアリティの向上に対す

る効果があるか検証した． 
 

表－２ 作業費用の比較条件 

利用データ 高さ情報 

等高線・ 

標高点 

各種 

地物 

本仕様に即した 3次元地形

データ 

あり あり 

数値地形図データ（等高

線・標高点に高さ情報あり） 

あり なし 

数値地形図データ（等高

線・標高点に高さ情報なし） 

なし なし 

 
 

表―３ 作成レベルと検証項目 

利用する 

データ 
検証項目 

作成レベル 1
の データ 

・法面・平地等の表現の効率化 

・リアリティが向上した表現（指

定箇所） 

作成レベル 2 
および 3 のデ

ータ 

・リアリティが向上した表現 

（指定箇所） 

 
（３）3次元地形データ流通の有効性評価 

先に述べたとおり，3 次元地形データの流通が道路

事業全体として有効であるためには，測量業務におい

て新たに発生する業務量を本仕様に即した 3 次元地形

データが流通することで得られる設計業務の省力化効
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果が上回る必要がある． 
そこで，本仕様に即した 3 次元地形データを作成し，

測量業務において新たに発生する業務量を調査した．

新たに発生する業務量は，設計業務での省力化効果と

比較するために 3 次元地形データ作成のための測量業

務における費用増加割合として把握した． 
以上をふまえて，新たに発生する業務量と設計にお

いて省力化される業務量の比較を行うことで 3 次元地

形データ流通の有効性を評価した． 
 

５． 検証方法 

 
（１）3次元道路設計の効果検証 

3 次元地形データの流通による，設計業務の費用削

減割合の調査方法を図－２に示す． 
まず，検証を効率的におこなうため，検証する作業

の絞込みを行った．具体的には，道路予備設計 A の中

でも 3 次元地形データとの関わりがある作業のみを検

証対象とし，道路予備設計 A のうち 3 次元地形データ

と関わりのある作業全体の費用割合を把握した． 
次に，削減効果を詳細に把握するために，歩掛規定

の作業項目ごとに道路予備設計Aに占める費用割合を

調査した．予備設計 A に占める歩掛規定の作業項目ご

との費用割合は，標準積算基準からも求めることがで

きるが，現状の歩掛規定の作業項目である「路線選定」， 

・歩掛規定の作業項目ごとに道路予備設計Aにおけ
る3次元地形データと関わりのある作業を抽出．
・標準積算基準に基づき，道路予備設計Aにおける
費用割合を把握．

・歩掛規定の作業項目ごとに費用割合を調査．

・歩掛規定の作業項目の細分化.
・アンケート調査・ヒアリング調査により，細分項目ごと
に歩掛規定の作業項目に占める割合を調査.
・細分項目ごとの工数削減割合を調査.

・歩掛規定の作業項目ごとに費用削減割合を算出.
・道路予備設計Aにおける費用削減割合を算出.  
図－２ 設計業務の費用削減割合の調査方法 

 
「設計図の作成」，「概算工事費の算出」は，3 次元

道路設計においては，CAD の機能により支援されるた

め，これまでの道路設計に基づいた標準積算基準と異

なる可能性がある．そこで，アンケートにより，検証

対象とする歩掛規定の細分項目ごとに費用割合を調査

した． 
さらに，3 次元地形データの流通による作業費用削

減割合を把握するために，アンケートによる調査を行

 
作業項目 (A)作業項目の割合 

(D)具体的な作

業内容 

(E)効率化

以外の効果 細分項目  
(B)細分項目の割合 

 (C)削減割合 

路線選定 
 

地形データの取り込み・編集 

3 割 

1 割 2 割  

設計精度の

向上･･･ 

設計条件・コントロールポイント

の設定 
2 割 1 割  

平面線形・縦断線形の検討 5 割 1 割  

比較表の作成（概算工費の算出等）
2 割 1 割 

平面図の法面

の修正作業が

減る･･･ 

その他作業 0 割 1 割  

設計図及び

関連機関と

の協議資料

作成 

平面図の作成 

5 割 

3 割 1 割  

 

縦断図の作成 1 割 1 割  

横断図の作成 3 割 1 割  

その他図面の作成 2 割 1 割  

 

 
   

概算工事費

の算出 

概算数量算出 2 割 

 

6 割 2 割   

  3 割 1 割   

 
図－３ アンケート項目（抜粋）  ※網掛けが回答項目を示す 

予備 A における各項目の削減割合 = 52%×(A)×(B)×(C) 
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った．作業費用削減割合については， 
① 数値地形図データ（等高線・標高点に高さ情報

あり） 
② 数値地形図データ（等高線・標高点に高さ情報

なし） 
を利用した場合の作業と比較した場合の削減割合をそ

れぞれ調査した．  
以上の調査の実施方法については，図－３に示すよ

うなアンケート項目に従って，作業の細分項目ごとに

作業割合および作業費用削減割合を回答いただくこと

とした．回答者には作成した 3 次元地形データと，国

土交通省で実際に発注された道路設計条件を参考に設

定した道路設計条件を合わせて提示し，実際に設計を

行うか，可能な場合は模擬的に設計業務を想定するこ

とで，アンケートに回答をいただいた． 
アンケート調査は，（社）建設コンサルタンツ協会

を通じて，同協会 CALS/EC 委員会に所属する道路設

計業務に従事する会社 7 社(8 名)に対して実施し，5 社

(6 名)からの回答を得た．アンケート回答が不明であり，

さらに調査が必要な場合には，追加でヒアリング調査

を行った． 
設定した道路設計条件の概要として，コントロール

ポイント及び起点，終点を図－４に示す．道路設計時，

CG 作成時に効果があることが明らかになっている法

面，田畑，既存道路面などを取得できるように，既存

の業務成果を参考に配置した．また，市道の機能を補

償することを設計条件とした．  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 道路設計条件の概要 

 

（２）3次元 CG 作成の効果検証 

3 次元 CG 作成の効果検証は，㈳オープン CAD フォ

ーマット評議会を通じて，同協会に所属する CG 作成

業務に従事する会社（2 社）に対し，アンケート調査

を実施した．アンケート調査に先立ち，作成した 3 次

元地形データを貸与し，CG 作成場所を指定し CG 作

成を依頼した．指定箇所を図－５に示す． 

 
図－５ CG 作成における指定箇所 

 

図に示すとおり，指定箇所は，レベル 1 データと数

値地形図データとの差が顕著になると思われる，道路

面や法面及び田などが存在する箇所を検証箇所（図－

５の A 地点）として指定した．  
アンケート調査は 2 社からの回答を得た． 

（３） 3 次元地形データ流通の有効性評価 

3 次元地形データの作成にあたっては，本検証が実

際の測量業務に近い条件になるように，国土交通省が

発注した国道工事の業務成果をもとに検証用の 3 次元

地形データを新規作成した．参考とする測量業務の選

定にあたっては，電子成果が揃っている業務のうち，

高さ情報を取得する地物がある地域の業務を選定した．

図－６に利用した測量成果を示す．図に示すとおり，

選定した測量成果には，高さ情報を取得すべき，法面，

田，既存道路などの地物が存在する． 
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図－６ 参考とした測量成果（地図情報レベル：1000） 

 

これら 3次元地形データの作成作業は今までの数値

地形図データ作成に比べて追加の作業が発生する．そ

こで，作成者にヒアリングを行い，新たに発生した作

業量の調査を実施し，費用増加割合を算出した． 

以上の結果と「（１）3 次元道路設計の効果検証」

で把握した費用削減割合を比較するために，図－７の

通り，道路予備設計 A と 3 次元地形データ作成のため

の測量業務の業務価格を求め，これらを併せた費用を

100％とした場合の費用増加割合および費用削減割合

A 地点 

  コントロールポイント名 
① 遺跡 
② 福祉施設 
③ 墓地 
④ 池 
⑤ 市街化区域 
⑥ 古墳 
⑦ 小学校・幼稚園 
⑧ 集落 

起点 終点 

① 

② 
③ 

④ ⑥ 

⑦

⑤ 

⑧

検証範囲 

市道 
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を算定した．費用増加割合と費用削減割合の比較によ

り 3 次元地形データの流通における有効性を評価した． 
費用削減割合と費用増加割合を求める計算式は以下

のようになる． 
 

Ca ＝ 本仕様に即した 3 次元地形データ利用に

より道路予備設計 A で削減される費用 
Cb ＝ 本仕様に即した 3 次元地形データ作成に

より増加する費用 
Ct ＝ 全体費用 

＝ 道路予備設計 A の費用＋数値地形図デー

タ作成のための測量業務の費用 
 
としたとき， 

 
費用削減割合 CΔa ＝ Ca／Ct 
費用増加割合 CΔb ＝ Cb／Ct 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－７ 3 次元地形データ流通における効果検証方法 

 

６． 結果 

 

（１）3次元道路設計の効果検証 

アンケート調査結果より，「路線選定」，「設計図

の作成」，「概算工事費の算出」の各作業項目につい

て，「設計用業務等標準積算基準における道路予備設

計 A に係る歩掛」を参考に，道路予備設計 A 全体に対

する費用削減効果を算出した． 
a)検証する作業の絞込み 

設計用業務等標準積算基準による予備設計Aの費用

全体に対する各作業項目の割合を算出した．結果を表

－３に示す．  

このうち，本仕様に基づくデータによる効果が望め

る作業は「路線選定」「設計図および関連機関との協

議資料作成」「概算工事費」であり，これらの作業項

目を検証対象とする．検証対象項目の費用割合を合計

すると 52％となった． 

 

表－３ 道路予備設計に係る歩掛 

作業項目 費用割合 

設計計画 24% 

現地踏査 7% 

路線選定 9% 

設計図および関連機関との

協議資料作成 

30% 

概算工事費 13% 

照査 6% 

報告書作成 11% 

合計 100% 

 

b)検証対象作業ごとの費用割合の調査 

アンケート調査により，検証対象とする作業項目ご

とに費用割合を調査し，標準積算基準による値と比較

した．結果を表－４に示す． 

 

表－４ 作業項目ごとの費用割合比較 

作業項目 費用割合 

アンケート 

結果(平均) 

標準積算 

基準 

路線選定 36% 18%

設計図および関連機

関との協議資料作成

43% 57%

概算工事費 21% 25%

合計 100% 100%

 

「アンケート結果（平均）」は図－３の(A)について

全回答者の平均をとった値である．表に示すとおり，

路線選定と設計図の作成に 10％以上の差が現れてい

る．高さ情報を用いた道路設計の場合，路線選定の線

形検討時に横断図等一部図面の自動生成等が CAD やそ

の他ツールの機能によって可能となっている．アンケ

ート結果ではこの作業が路線選定の作業分として含ま

れている可能性が考えられる． 

c)作業工数削減割合の調査 

アンケート調査・ヒアリング調査により細分項目ご

との作業項目に占める割合を調査した結果を表－５に

示す． 

次に，これらの細分項目について 3次元地形データ

を利用した場合の工数削減割合を調査した結果を図－

８，図－９に示す．図中の削減割合は図－３における

(B)×(C)の値を回答者ごとに算出し，全回答者の平均

値あるいは最大値をとったものである． 

 

52% 

全体費用 

100% 
 

(道路予備設

計A＋数値地

形図データ

作成のため

の測量業務) 

道路予

備設計
A 

数値 

地形図 

データ 

作成 

業務価格 

費用削減割合 

（(1)で把握）

3 次元データ作

成による費用

増加割合 

3 次元地形データ 

流通時の全体費用 
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2.00%

1.14%

2.00%

0.29%

0.00%

5.43%

3.14%

0.57%

2.57%

0.43%

0.57%

7.29%

3.14%

0.67%

0.00%

0.14%

0.00%

3.86%

9.43%

1.14%

3.57%

0.57%

0.00%

14.71%

4.29%

1.14%

3.57%

0.43%

0.57%

10.00%

6.43%

2.71%

0.00%

0.14%

0.00%

9.29%

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00%

地形データの取り込み・編集

設計条件・コントロールポイントの設定

平面線形・縦断線形の検討

比較表の作成（概算工費の算出等）

その他作業

路線選定　計

平面図の作成

縦断図の作成

横断図の作成

その他図面の作成

関連機関との協議資料作成等、その他の作業

設計図の作成　計

概算数量の算出（土工）

概算数量の算出（法面工）

概算数量の算出（その他）

概算工事費の算出

その他作業

概算工事費　計

数値地形図データ
（高さ情報あり）

数値地形図データ
（高さ情報なし）

x

8.00%

6.00%

5.00%

2.00%

0.00%

14.00%

10.00%

2.00%

9.00%

2.00%

2.00%

22.00%

12.00%

4.00%

0.00%

1.00%

0.00%

14.00%

16.00%

6.00%

15.00%

2.00%

0.00%

39.00%

15.00%

4.00%

9.00%

2.00%

2.00%

27.00%

30.00%

15.00%

0.00%

1.00%

0.00%

46.00%

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00%

地形データの取り込み・編集

設計条件・コントロールポイントの設定

平面線形・縦断線形の検討

比較表の作成（概算工費の算出等）

その他作業

路線選定　計

平面図の作成

縦断図の作成

横断図の作成

その他図面の作成

関連機関との協議資料作成等、その他の作業

設計図の作成　計

概算数量の算出（土工）

概算数量の算出（法面工）

概算数量の算出（その他）

概算工事費の算出

その他作業

概算工事費　計

数値地形図データ
（高さ情報あり）

数値地形図データ
（高さ情報なし）

x

 

表－５ 細分項目の作業割合 

項目 細分項目 アンケート

結果（平均）

路線選定 

 

地形データの取り込み・編

集 

11%

設計条件・コントロールポ

イントの設定 

17%

平面線形・縦断線形の検討 46%
比較表の作成（概算工費の

算出等） 

19%

その他作業 7%

路線選定 計 100%

設計図及

び関連機

関との協

議資料作

成 

 

平面図の作成 34%
縦断図の作成 11%
横断図の作成 29%
その他の図面の作成 13%
関連機関との協議資料作成

等、その他の作業 

13%

設計図及び関連機関との協

議資料作成 計 

100%

概算工事

費 

概算数量算出 

 土工 47%
 法面工 23%
 その他 10%

概算工事費（事業費）算出 14%
その他作業 6%

概算工事費 計 100%

 

数値地形図データ（等高線・標高点に高さ情報あり）

と数値地形図データ（等高線・標高点に高さ情報なし）

についてはどちらも削減割合が大きい作業が共通であ

り，地形データの取り込み・編集、平面線形・縦断線

形の検討、概算数量の算出について、等高線・標高点

に高さ情報の無い数値地形図データ（標準図式）で顕

著な削減効果（15%～30%程度）が見られる．ただし，

同じ数値地形図データ（標準図式）でも等高線・標高

点に高さ情報がある場合とない場合ではその削減率に

差異がある． 

工数削減割合のアンケート調査において，効率化に

つながった具体的な作業についても以下の通り確認し

た． 

① 路線選定 
・ 地形データ取り込み・編集時の高さ情報付与が不

要となる．また，道路の縦断線形の検討作業にお

いて現況高さの把握が容易となるため作業量が

削減される． 
② 設計図及び関連機関との協議資料作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－８ 各作業工数の削減割合（平均） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－９ 各作業工数の削減割合（最大） 

数値地形図データ（高さ

情報あり）からの削減割

合 
数値地形図データ（高さ

情報なし）からの削減割

合 

数値地形図データ（高さ

情報あり）からの削減割

合 
数値地形図データ（高さ

情報なし）からの削減割

合 
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2.18%

5.72%

1.46%

5.20%

7.02%

2.96%

0.00% 1.00% 2.00% 3.00% 4.00% 5.00% 6.00% 7.00% 8.00%

路線選定

設計図の作成

概算工事費

数値地形図データ（高さ情報あり）

数値地形図データ（高さ情報なし）

1.65%

4.09%

1.40%

3.33%

5.20%

2.68%

0.00% 1.00% 2.00% 3.00% 4.00% 5.00% 6.00% 7.00% 8.00%

路線選定

設計図の作成

概算工事費

数値地形図データ（高さ情報あり）

数値地形図データ（高さ情報なし）

・ 平面図作成にて，数値地図データ（標準図式）で

は法面形状を自動生成した後，道路，河川等の地

物の形状に合わせて追加で入力作業が必要であ

ったが，本仕様に即した 3 次元地形データの適用

により不要となる． 
・ 横断図や縦断図作成にて，数値地図データ（標準

図式）では形状を自動生成した後，道路，河川等

の地物の形状に合わせて追加で入力作業が必要

であったが，本仕様に即した 3 次元地形データの

適用により不要となる． 
③ 概算工事費 
・ 土工や法面工にて地形編纂，修正作業が少なくな

る． 
さらに，業務量削減以外の効果についてもアンケー

トを行った．その結果，ミスの低減についてほとんど

の回答者から効果があるという回答を得た． 

d)設計業務の費用削減割合の算出 

以上の結果から道路予備設計A全体に対する費用削

減効果を算出した。図－１０，図－１１に費用削減効

果の平均値と最大値を示す．図中の削減効果は，図－

３における 52％×(A)×(B)×(C)の値を回答者ごとに

算出し作業項目ごとに合算した値に対して，全回答者

の平均値あるいは最大値をとったものである．ここで，

52％とは６．（１）a)で示した路線選定～概算工事費

の費用割合を示す． 

図に示すとおり，設計図作成に係る削減費用が最も

大きく、最大で約 7%程度の削減効果が見られた． 

等高線・標高点に高さ情報のある数値地形図データ

からの削減割合と高さ情報の無い数値地形図データか

らの削減割合を比較した場合，路線選定と概算工事費

の差が顕著である．このうち，路線選定では地形デー

タの取り込み・編集，概算数量の算出では土工と法面

工の算出が大きな割合を占めるが，これらの作業につ

いては等高線や標高点の有無が効率化に大きな影響を

与えるものと考えられる． 

設計図の作成では，高さ情報がある数値地形図デー

タに対しても大きな費用削減効果が認められる．これ

は等高線や標高点だけの情報では自動生成した法面形

状や横断形状に地物の形状が反映されないため，結局

修正作業に時間を要していたのが，本仕様に基づくデ

ータを利用することで改善されることを示している． 

（２）3次元 CG 作成の効果検証 

a)法面・平地等の表現の効率化検証 

レベル 1 データについては今回回答を得た 2 社とも

に，以下のような回答であった． 
・ 3 次元 CG においても道路設計と同様に，レベル

1 で必要とされる地物に高さ情報を付与している． 
・ レベル 1 データを利用することにより，3 次元 CG

作成作業が効率化される． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１０ 予備設計 Aの費用削減効果(平均値) 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１１ 予備設計 Aの費用削減効果(最大値) 

 

高さ情報を付与する地物について確認したところ，

表－６の通り 2 社とも高さ情報を付与しないのは湖・

池のみであった． 
 

表－６ 高さ情報を付与する地物 

地物 アンケート結果 
道路，橋，鉄道，

用水路 

2 社とも高さ情報を付与すると回

答 

河川，法面，急

斜面 

2 社のうち 1 社が高さ情報を付与

すると回答 

湖・池 2 社とも高さ情報を付与しないと

回答 

 
以上より、レベル 1 データについては 3 次元 CG 作

成において作業の効率化に寄与するものといえる。ま

た、レベル 1 で高さを付与する地物は 3 次元 CG 作成

においても全般的に有用であることが分かった。 

b)指定箇所におけるリアリティ向上の検証 

従来の数値地図データおよび本仕様（レベル 1）に

て作成した CG 画面のキャプチャを図－１２，図－１

３に示す．レベル 1 データの適用により道路や田畑な

ど平地部分の表現に改善が見られ，地形の高さの変化

数値地形図データ（高さ

情報あり）からの削減割

合 
数値地形図データ（高さ

情報なし）からの削減割

合 

数値地形図データ（高さ

情報あり）からの削減割

合 
数値地形図データ（高さ

情報なし）からの削減割

合 
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箇所が明確に表現されるようになったことが分かる． 

CG 作成者側からもレベル 1 相当のデータがあるこ

とで表現の改善が可能との指摘があった一方で，ソフ

トウェア側で地物の分類ごとに CG 用の属性を付加す

れば，地形の種別に応じたテクスチャを貼り付けが可

能となり，よりリアリティのある表現が可能となると

の意見もあった．このためには，ソフトウェア側で 3

次元地形データを取り込む際の工夫が必要となる． 

以上より，レベル 1 データについては，道路や田畑

など平地部分の表現におけるリアリティの向上に寄与

し，道路設計の資料作成等に利用価値があることが分

かった．また，ソフトウェア側の対応によっては、現

在のレベル 1 データでも，更なるリアリティの向上を

図ることが可能と考えられる． 

次に，本仕様のレベル 2 とレベル 1 で作成した CG
画面のキャプチャを図－１４に示す．なお，レベル 2
データについては，1 社は建物高さの取り込みに対応

していなかったため，残りの 1 社のみ検証が可能であ

った． 

レベル 2 データ適用により，建物の形状が表現され

ており，景観の表現において違いが見られる．しかし，

ソフトウェア側で高さを垂直に立ち上げる表現を行っ

ていないためリアリティの面では課題が残る． 
ヒアリングを実施した結果，建物の表現の精度向上

には、以下の情報の追加が必要であるとの意見を得た． 
・ 建物の軒下の高さ情報 
・ 建物の屋根形状（手作業によるモデル修正） 
以上より，レベル 2 データについては，道路設計に

おける住民説明資料など、景観の把握などに有用であ

る可能性があるが，ソフトウェア側の対応（建物の高

さの読込への対応，高さを垂直に立ち上げる処理）や

情報の追加が必要であり，課題が残る結果となった． 
レベル 3 データについても同様の比較を行ったが，

レベル 2 と比べて表現がやや詳細になったものの，顕

著な違いは見られなかった．また，CG 作成者からは

記念碑や立像などの複雑な形状の地物については、CG
のサーフェスを作成することが困難であるとの指摘が

あった． 
（３）3次元地形データ流通の有効性評価 

a) 3 次元データ地形作成による業務増加量の検証 

本仕様に基づいて 3 次元地形データを作成した場合

の業務量増加割合を調査するにあたり，まず「平成 20
年度 設計業務等標準積算基準書」より数値地形図デー

タファイル（地図情報レベル 1000）作成の作業項目と

作業割合を算定した．算定結果を表－７に示す． 

検証用の 3次元地形データを作成した際に，これら

の作業項目に対する業務増加割合を調査した．調査結

果を表－８に示す． 

 

表－７ 数値地形図データファイル作成の作業項目 

作業項目 作業割合 

作業計画 7.9%
現地調査 16.5%
数値図化 29.7%
数値編集 29.8%
補測編集 12.1%
データファイル作成 4.0%
合計 100.0％

 

表－８ 3次元地形データ作成の業務増加割合 

作業項目 業務増加割合 

レベル 1 レベル 2 レベル 3

作業計画 33% 33% 33%
現地調査 0% 0% 0%
数値図化 38% 56% 88%
数値編集 35% 47% 59%
補測編集 29% 29% 29%
データファイル

作成 
0% 0% 0%

作業全体 
26.8% 

(12.0%) 
35.1% 

(20.2%) 
46.6%

(31.7%)
(注)斜体は実作業者が工数を想定で回答したもの 

カッコ内は改善見込みの値 

 

ヒアリングの結果，業務量増加の要因として以下の

要因を確認した． 

・ 数値図化 
実データ区分の取得，および直壁の被覆，河川堤

防，建物などの高さ情報の取得のために業務量が

増加する． 
・ 数値編集 

等高線またはブレークライン，橋梁等の下となる

地物などの編集，および 3 次元地物の連続性確保

のための編集のために業務量が増加する． 

このうち，データ新規作成時のヒアリングにより，

実データ区分の取得については作業手法、テーブル作

成など必要な準備ができれば、図化・編集工程で各レ

ベルとも技師，技師補，助手の作業量削減が見込まれ

ることが分かった．改善見込みを反映した値を表－８

にカッコ書きで示す． 
b) 3 次元地形データ流通の有効性評価 

前項の結果のうち道路予備設計Aで使用するレベル

1 の費用増加割合，および「（１）3次元道路設計の効

果検証」で把握した費用削減割合を，５．（３）に記

述の数式にしたがって全体に対する割合に換算して比

較した結果を表－９に示す． 
実費においてはデータ作成費用の増加割合が削減割

合をやや上回るが，作業の効率化を見込むことで削減

割合が増加割合を上回る．また，数値地形図データ（高

さ情報あり）と比較した場合より数値地形図データ（高 
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（ 

 

 

図－１２ 『A地点』から道路を見た場合のキャプチャ画像 

左：数値地形図データ，右：本仕様によるデータ（レベル 1） 

 

 

図－１３ 全体図のキャプチャ画像 

左：数値地形図データ，右：本仕様によるデータ（レベル 1） 

 

図－１４ 全体図のキャプチャ画像 

左：レベル 1，右：レベル 2 

表－９ 業務量比較結果 （※網掛け：削減割合が増加割合を上回るケース） 

No データ名称 数値地形図データ作成 道路予備設計 A  差分（平均） 差分（最大）

データの作

成レベル 
増加割合 比較対象 削減割合

(平均） 
削減割合

（最大） 
1 新規作成データ 

（実費） 

レベル 1* 8.4% 高さ情報あり 4.9% 6.5% ＋3.5% ＋1.9%

高さ情報なし 7.7% 10.5% ＋0.7% －2.1%

2 新規作成データ 

（効率化見込） 

3.7% 高さ情報あり 4.9% 6.5% －1.2% －2.8%

高さ情報なし 7.7% 10.5% －4.0% －6.8%

レベル 1 では田畑の地

形の高さの変化箇所が

明確に表現される 

田畑の地形が明確

に表現されている

建物の表現が追

加されている 
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さ情報なし）と比較した場合の方が全体の業務削減効

果は大きくなっている． 

以上の結果より，レベル 1 においては 3 次元地形デ

ータを作成することで増加する業務量よりも，道路予

備設計Aにおける業務削減量が大きいことが見込まれ

ることが分かった．この他，道路予備設計 A 以外に道

路概略設計，CG 作成などに対する効果など道路設計

業務全体で考えると，レベル 1 については作成費用に

係る負担よりも業務量削減効果によるメリットの方が

大きくなると考えられる． 
 

７． 課題の整理 

 

これまでの検証および調査の結果をふまえて，3 次

元地形データの流通促進に向けた課題と対応方針を以

下の通り整理した． 
（１）効果検証 

本研究では道路予備設計Aにおける効果を想定して

3 次元地形データ作成により新たに発生する作業量と

の比較を行ったが，アンケート調査の対象が 7 社(8 名)
と多くない．このため，結果が対象者の技術レベルに

左右されている可能性がある．また，一部設計業務を

想定した検証であるため，今後，実データを用いて実

際に道路予備設計 Aを行うなどのさらなる検証が課題

である． 
さらに，道路予備設計 A 以外に概略設計等でも本仕

様に即した 3 次元データを適用することが想定される

ため，これらの作業における効果の検証を行い，道路

設計業務全体での業務量削減効果やメリットを明らか

にすることが必要である．  
CG 作成した場合のリアリティについても検証を行

ったが，回答を得たのが 2 社と少ないため，引き続き

検証が必要である．また，レベル 2 以上についてはソ

フトウェアの対応，情報の追加の両面で引き続き検討

を行い，これらの要因によりリアリティがさらに増す

かどうかを確かめる必要がある． 
（２）高さ情報の作成における運用課題 

3 次元地形データを測量業務で実際に運用していく

ためには、データ作成者が確実に必要十分な品質をも

って本仕様に即した高さ情報を作成する必要がある。

そのためには，以下のような検討課題がある． 
a) 標準歩掛について 

作成仕様に基づくデータ作成のための標準歩掛が作

成されていないため，費用の見積もり等を行うことが

困難である．これまでに行った検証結果をもとに運用

の対象とする作成レベル（1～3）を決定した上で，各

レベルで標準歩掛を作成する。 
b) 詳細な運用規定 

測量業務で実際に運用していくためには，作業者が

本仕様の内容を参照し確実に実施する必要がある． 
そのためには，各種仕様書などで本仕様適用を義務付

けるための仕組みが必要となるため，詳細な運用規定

を明示する必要がある． 
また，測量成果を電子納品する際にも同様の運用規

定を策定し，設計業務に 3 次元データが確実に流通で

きるようにする． 
c) データの品質確保 

データの品質検査においては，目視検査と論理検査

が必要である．目視検査では，高さ情報が 3 次元の情

報として表示することができる CAD ソフトもしくは

ビューアなどを使用して検査を行なう必要がある．論

理検査では，検査用の論理プログラムを用いた検査を

要する．これらの手法についての検討を行う． 
また，データの品質を確保するために第三者機関に

よる検定を受けることが考えられる．この場合の対応

方法についても検討する． 

（３）データ流通環境の整備 
本研究においても，3 次元地形データを正しく読み

込むことができない，もしくは，活用できないソフト

ウェアが存在した．今後，本仕様を普及推進すること

で，対応するソフトウェアが普及することを期待する． 
 

８． あとがき 

 
本研究では，道路設計業務の効率化に向けて，本仕

様に即した 3 次元地形データの測量業務から設計業務

への流通が道路事業全体として有効か検証した．具体

的には，道路設計および CG 作成における実際の業務

場面を想定し，測量業務において 3 次元地形データを

作成するために発生する新たな業務量と 3 次元地形デ

ータを利用することで省力化できる設計業務の業務量

を比較することで，作成仕様に基づく 3 次元地形デー

タの流通の有効性を検証した． 
その結果，本仕様に基づいた 3 次元地形データと数

値地形図データ（等高線・標高点に高さ情報あり）と

の比較では，レベル 1 で若干の削減効果があり，数値

地形図データ（等高線・標高点に高さ情報なし）との

比較では，レベル 1 で数％程度の削減効果があること

がわかった． 

住民説明を想定した CG 作成においては，レベル 1
でリアリティ向上の効果や，作業の効率化が見込まれ

ることが分かったが，一方で，レベル 2 以上のリアリ

ティ向上については課題が残り，引き続き研究が必要

である． 
今後は，本研究の取り組みで得た知見を基にして，

本仕様の試行的導入や，運用課題抽出に取り組み，3
次元地形データの流通実現に向けて，引き続き検討し

ていく予定である． 
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